
「障害者自立支援法に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等の一部を改正する省令案」等について
【概要】
１．改正法令

　・障害者自立支援法に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成１８年厚生労働省令第１７１号）
・障害者自立支援法に基づく障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準（平成１８年厚生労働省令第１７４号）
・障害者自立支援法に基づく指定障害福祉サービス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成１８年厚生労働省告示第５２３号）
・指定障害福祉サービスの提供に係るサービス管理を行う者として厚生労働大臣が定めるもの等（平成１８年厚生労働省告示第５４４号）

２．改正案の概要

①　多機能型事業所の基準該当障害福祉サービスの創設

　　障害者自立支援法における多機能型事業所について、中山間地域など、職員や利用者の人員の確保が容易でない地域においても障害福祉サービスの提供が可能となるよう、基準該当障害福祉サービス（※）を創設し、多機能型事業所における個々の各サービスの最低利用定員及び職員配置基準を緩和する。
　　
（※）　都道府県から指定を受けた障害福祉サービス事業所がサービスを提供した場合に給付費を支給することとしているが、このほか、厚生労働省令で定める基準を満たし、市町村が適当と認めた事業者がサービスを提供した場合にも給付費を支給している。このようなサービスを基準該当障害福祉サービスという。

②　グループホーム・ケアホームの利用対象者の拡大 
　　　障害者自立支援法におけるグループホーム（共同生活援助）、ケアホーム（共同生活介護）は、現行制度上、知的障害者及び精神障害者のみが利用対象となっているところであるが、地域移行や地域生活の継続の促進を図る観点から、身体障害者についても利用対象とする。
ただし、６５歳以上の者については、６５歳となる前に障害福祉サービスを利用していた者に限る。
３．施行日

　①については平成２１年７月１日
　②については平成２１年１０月１日
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